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区分 金額（円） 税額（円）

本年最後の給与から徴収する金額

翌年に繰り越して徴収する金額

超過額の精算

同上のうち

不足額の精算

所得金額調整控除の適用の有無

0

⑫のうち小規模企業共済等掛金の金額

⑬のうち国民年金保険料等の金額

0

地震保険料の控除額

特定親族特別控除額

控除額（円）

寡婦・ひとり親の該当

控除額（円）

申告による小規模企業共済等掛金の控除分

生命保険料の控除額

社会保
険料等
控除額

給与等からの控除分

計

同居特別障害者

年末調整計算シート（令和８年用）

勤労学生の該当

同居特別障害者以外
の特別障害者

一般の障害者

(フリガナ）

氏　　名

区分扶
養
控
除
及
び
障
害
者
控
除
等

の
控
除
額

備考

同居老親等

人数（人） 人数等（人）区分

特定扶養親族

特定親族

年調所得税額

翌年において還付する金額

住宅借入金等特別控除額

0

0

年調年税額(㉕×１０２．１％)

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額

差引還付する税額

本年中に還付する金額

基礎控除額

所得控除額の合計額

0

本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額

差引超過額又は不足額

一般の控除対象扶養親族

同居老親等以外の
老人扶養親族

源
泉
控
除
対
象
親
族

控除額は特定親族特別控除申
告書に基づき⑱欄に直接入力

所得金額調整控除額

00

旧長期損害保険料支払額

配偶者（特別）控除額

扶養控除額及び障害者等の控除額の合計額

差引課税給与所得金額及び算出所得税額

配偶者の合計所得金額申告による社会保険料の控除分

給与所得控除後の給与等の金額 0

給与所得控除後の給与等の金額（調整控除後）

賞与等

給料・手当等

0



集計シート

区分 月区分 支給月日 総支給金額
社会保険料
等の控除額

社会保険料等
控除後の給与

等の金額

扶養親族
等の数

算出税額
年末調整に
よる過不足

税額
差引徴収税額

1 0 0
2 0 0
3 0 0
4 0 0
5 0 0
6 0 0
7 0 0
8 0 0
9 0 0
10 0 0
11 0 0
12 0 0

計 0 0 0 0 0 0
0 0
0 0
0 0
0 0

計 0 0 0 0 0 0

賞
与
等

給
料
・
手
当
等

メ
モ
欄



計算シートの
該当欄等

　※　「控除対象扶養親族」とは。

　※　「特定親族」とは。

　※　「合計所得金額」とは。

　※　「扶養親族」とは。

　※　「生計を一にする」とは。

　※　「合計所得金額」とは。

　※　「控除対象扶養親族」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「特定扶養親族」とは。

　※　「同居老親等」とは。

　※　「同居老親等以外の老人扶養親族」とは。

　※　「控除対象扶養親族」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

入力のしかた（計算シート①）

扶養親族 －

　「扶養親族」とは、従業員と生計を一にする親族（配偶者、青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び白
色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が62万円以下の人をいいます。

用語の意味 入力のしかた

控除対象扶養親族

　「控除対象扶養親族」とは、扶養親族のうち、次の⑴、⑵のいずれかに該当する人をいいます。
⑴　居住者（国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて１年以上居所を有する個人）のうち、年齢16歳以上の
人（平成23年１月１日以前に生まれた人）
⑵　非居住者（居住者以外の個人）のうち、
　①　年齢16歳以上30歳未満の人（平成９年１月２日から平成23年１月１日までの間に生まれた人）
　②　年齢70歳以上の人（昭和32年１月１日以前に生まれた人）
　③　年齢30歳以上70歳未満の人（昭和32年１月２日から平成９年１月１日までの間に生まれた人）のうち、次の
いずれかに該当する人
　　イ　留学により国内に住所及び居所を有しなくなった人
　　ロ　障害者
　　ハ　所得者から本年において生活費又は教育費に充てるための支払を38万円以上受けている人

特定扶養親族【Ⓑ
欄】

　「特定扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、年齢19歳以上23歳未満の人（平成16年１月２日から平成20
年１月１日までの間に生まれた人）をいいます。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている特定扶養親族の合計人数（申
告書の「源泉控除対象親族」欄の「特定扶養親族」にチェックが
付された人の合計人数）を入力してください。

（注）「特定親族」に該当する親族を含めないよう注意してくださ
い。

源泉控除対象親族

　「源泉控除対象親族」とは、控除対象扶養親族又は特定親族のうち合計所得金額が100万円以下の人のいず
れかに該当する人をいいます。

－

一般の控除対象扶
養親族【Ⓐ欄】

　「一般の控除対象扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、「特定扶養親族」、「同居老親等」、「同居老親等
以外の老人扶養親族」のいずれにも該当しない人をいいます。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている一般の控除対象扶養親族の合
計人数（申告書の「源泉控除対象親族」欄の人のうち、「同居老
親等」、「その他」、「特定扶養親族」、「特定親族」のいずれにも
チェックが付されていない人の合計人数）を入力してください。

－



計算シートの
該当欄等

用語の意味 入力のしかた

　※　「生計を一にする」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「合計所得金額」とは。

　※　「源泉控除対象親族」とは。

　※　「老人扶養親族」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「控除対象扶養親族」とは。

　特定親族について、特定親族特別控除を受ける場合には、従
業員から提出を受けた『特定親族特別控除申告書』の内容を確
認し、控除額を⑱欄に入力してください。

同居老親等【Ⓒ欄】

　「同居老親等」とは、老人扶養親族のうち、従業員又はその配偶者（以下「従業員等」といいます。）の直系尊属
（父母や祖父母などをいいます。）で従業員等のいずれかとの同居を常況としている人をいいます。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている同居老親等の合計人数（申告
書の「源泉控除対象親族」欄の「同居老親等」にチェックが付さ
れた人の合計人数）を入力してください。

特定親族

　「特定親族」とは、従業員と生計を一にする年齢19歳以上23歳未満（平成16年１月２日から平成20年１月１日ま
での間に生まれた人）の親族（配偶者、青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び白色事業専従者を除
きます。）で、合計所得金額が62万円超123万円以下である人をいいます。

　（注）「特定親族」のうち、合計所得金額が100万円以下の人は源泉控除対象親族に該当することとなります。

老人扶養親族

　「老人扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、年齢70歳以上の人（昭和32年１月１日以前に生まれた人）を
いいます。

－



計算シートの
該当欄等

用語の意味 入力のしかた

　※　「老人扶養親族」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「同一生計配偶者」とは。

　※　「扶養親族」とは。

　※　「同居特別障害者」とは。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている一般の障害者の合計人数を入
力してください。

同居老親等以外の
老人扶養親族【Ⓓ
欄】

　「同居老親等以外の老人扶養親族」とは、老人扶養親族のうち、同居老親等（従業員又はその配偶者（以下「従
業員等」といいます。）の直系尊属（父母や祖父母などをいいます。）で従業員等のいずれかとの同居を常況とし
ている人）以外の人をいいます。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている同居老親等以外の老人扶養親
族の合計人数（申告書の「源泉控除対象親族」欄の「その他」に
チェックが付された人の合計人数）を入力してください。

一般の障害者【Ⓔ
欄】

　「一般の障害者」又は「同居特別障害者以外の特別障害者」とは、従業員本人やその同一生計配偶者、扶養親
族で、次のいずれかに該当する人（同居特別障害者に該当する人を除きます。）をいいます。
⑴　精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある人【これに該当する人は、全て特別障害者】
⑵　児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター又は精神保健指定医から知的障害者と判定さ
れた人【このうち、重度の知的障害者と判定された人は、特別障害者】
⑶　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人
【このうち、障害等級が１級の人は、特別障害者】
⑷　身体障害者福祉法の規定により交付を受けた身体障害者手帳に、身体上の障害がある者として記載されて
いる人【このうち、障害の程度が１級又は２級である者として記載されている人は、特別障害者】
⑸　戦傷病者特別援護法の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている人【このうち、障害の程度が恩給法別
表第１号表ノ２の特別項症から第三項症までの人は、特別障害者】
⑹　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第11条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている
人【これに該当する人は、全て特別障害者】
⑺　常に就床を要し、複雑な介護を要する人【これに該当する人は、全て特別障害者】
⑻　精神又は身体に障害のある年齢65歳以上の人（昭和37年１月１日以前に生まれた人）で、その障害の程度
が上記の⑴、⑵又は⑷に該当する人と同程度である人として市町村長、特別区の区長や福祉事務所長の認定
を受けている人【このうち、上記の⑴、⑵又は⑷に掲げた特別障害者と同程度の障害のある人として市町村長等
の認定を受けている人は、特別障害者】

同居特別障害者以
外の特別障害者【Ⓕ
欄】

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている同居特別障害者以外の特別障
害者（申告書の「特別障害者」）の合計人数を入力してください。



計算シートの
該当欄等

用語の意味 入力のしかた

　※　「同一生計配偶者」とは。 　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「扶養親族」とは。

　※　「特別障害者」とは。

　※　「生計を一にする」とは。

　※　「生計を一にする」とは。

　※　「合計所得金額」とは。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「生計を一にする」とは。

　※　「同一生計配偶者」とは。

　※　「扶養親族」とは。

　※　「合計所得金額」とは。

同居特別障害者【Ⓖ
欄】

寡婦・ひとり親の該
当【Ⓗ欄】

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、本人が寡婦に該当する旨が記載されている（申告書
の「寡婦」にチェックがある）場合には「寡婦」を、本人がひとり親
に該当する旨が記載されている（申告書の「ひとり親」にチェック
がある）場合には「ひとり親」を入力（選択）してください。

　「寡婦」とは、　従業員本人で、次の⑴、⑵のいずれかに該当する人をいいます（ひとり親に該当する人を除きま
す。）。
⑴　夫と離婚した後婚姻をしていない人で、次のイ、ロ及びハのいずれにも該当する人
　イ　扶養親族を有すること。
　ロ　合計所得金額が500万円以下であること。
　ハ　その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。
⑵ 　夫と死別した後婚姻をしていない人又は夫の生死の明らかでない人で、次のイ及びロのいずれにも該当す
る人
　イ　合計所得金額が500万円以下であること。
　ロ　その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。

　「ひとり親」とは、従業員本人で、現に婚姻をしていない人又は配偶者の生死の明らかでない人で、次の⑴、⑵
及び⑶のいずれにも該当する人をいいます。
⑴ 　その人と生計を一にする子（他の人の同一生計配偶者又は扶養親族とされている人を除き、その年分の総
所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額が62万円以下の子に限ります。）を有すること。
⑵　合計所得金額が500万円以下であること。
⑶　その人と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる人がいないこと。

同一生計配偶者

　「同一生計配偶者」とは、従業員と生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける人及び
白色事業専従者を除きます。）で、合計所得金額が62万円以下の人をいいます。

－

　「同居特別障害者」とは、同一生計配偶者又は扶養親族のうち特別障害者に該当する人で、従業員、従業員の
配偶者又は従業員と生計を一にするその他の親族のいずれかとの同居を常況としている人をいいます。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、そこに記載されている同居特別障害者の合計人数を
入力してください。



計算シートの
該当欄等

用語の意味 入力のしかた

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※　「合計所得金額」とは。

 生計を一にする

　「勤労学生」とは、従業員本人で、次の全てに該当する人をいいます。
⑴　次に掲げる学校等の児童、生徒、学生又は訓練生であること。
　①　学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、
高等専門学校
　②　国、地方公共団体、学校法人、準学校法人、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人労働者健康安全
機構、日本赤十字社、商工会議所、健康保険組合、健康保険組合連合会、国民健康保険団体連合会、国家公
務員共済組合連合会、社会福祉法人、宗教法人、一般社団法人、一般財団法人、医療事業を行う農業協同組
合連合会、医療法人、文部科学大臣が定める基準を満たす専修学校又は各種学校（以下「専修学校等」といい
ます。）を設置する者の設置した専修学校等で、職業に必要な技術の教授をするなど一定の要件に該当する課
程を履修させるもの
　③　認定職業訓練を行う職業訓練法人で、一定の要件に該当する課程を履修させるもの
⑵　合計所得金額が89万円以下であること。
⑶　合計所得金額のうち給与所得等以外の所得金額が10万円以下であること。

　従業員から提出を受けた『扶養控除等（異動）申告書』の内容
を確認し、本人が勤労学生に該当する旨が記載されている（申
告書の勤労学生にチェックがある）場合には「該当」を入力（選
択）してください。

合計所得金額

　「合計所得金額」とは、次の⑴と⑵の合計額に、退職所得金額、山林所得金額を加算した金額です。
⑴　事業所得、不動産所得、給与所得、総合課税の利子所得・配当所得・短期譲渡所得及び雑所得の合計額
（損益通算後の金額）
⑵　総合課税の長期譲渡所得と一時所得の合計額（損益通算後の金額）の2分の1の金額
ただし、一定の繰越控除を受けている場合は、その適用前の金額をいいます。

※申告分離課税の所得がある場合には、それらの所得金額（長（短）期譲渡所得については特別控除前の金
額）の合計額を加算した金額です。

－

　※ 各所得の概要（国税庁ホームページへリンク）。

　「生計を一にする」とは、日常の生活の資を共にすることをいいます。

※必ずしも同居を要件とするものではありませんので、例えば、勤務、修学、療養等の都合上別居している場合
であっても、余暇には起居を共にすることを常例としている場合や、常に生活費、学資金、療養費等の送金が行
われている場合には、「生計を一にする」ものとして取り扱われます。

－

勤労学生の該当【Ⓘ
欄】

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1300.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1300.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/1300.htm


入力のしかた（計算シート②）

計算シートの該当欄

　※ 源泉徴収簿の該当箇所を見る。

　※ 源泉徴収簿の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。
　※ エラーメッセージについて。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

入力のしかた

　令和８年分の毎月の給与の合計額を①欄に、その給与から徴収した税額の合計額を③欄に入力してください。

　（注）年間の給与等の総額が2,000万円を超える場合、年末調整の対象とはなりません。このため、計算シート①欄と
④欄の合計が2,000万円を超える入力はできません。

　令和８年分の賞与の合計額を④欄に、その賞与から徴収した税額の合計額を⑥欄に入力してください。

（注）年間の給与等の総額が2,000万円を超える場合、年末調整の対象とはなりません。このため、計算シート①欄と④
欄の合計が2,000万円を超える入力はできません。

所得金額調整控除の適用の有無

　従業員から提出を受けた『所得金額調整控除申告書』の記載内容を確認し、所得金額調整控除の適用の有無を入力
（選択）してください。この欄の入力が漏れると、所得金額調整控除の適用が無いものとして税額が計算されるため、注
意してください。

配偶者の合計所得金額

　従業員から提出を受けた『配偶者控除等申告書』の内容を確認し、そこに記載されている配偶者の合計所得金額の
見積額（申告書の「配偶者の本年中の合計所得金額の見積額」）を入力してください。

　（注１）配偶者の合計所得金額の見積額が133万円を超える場合には、配偶者（特別）控除の適用を受けることはでき
ないため、この欄の入力は不要です。
　（注２）配偶者（特別）控除の金額は、従業員本人の合計所得金額と、配偶者の合計所得金額・年齢によって異なりま
す。この計算シートにおいては、計算シート⑰欄に入力した配偶者（特別）控除額と、計算シート「配偶者の合計所得金
額」欄に入力した金額との関係が正しくない場合に、エラーメッセージを表示しています。このため、従業員本人の合計
所得金額や配偶者の年齢からの判定（エラーメッセージの表示）は行っていませんので、従業員から提出を受けた『配
偶者控除等申告書』の記載内容を確認の上、計算シートの⑰欄及び「配偶者の合計所得金額」欄を入力してください。

給料・手当等【①・③欄】

賞与等【④・⑥欄】

旧長期損害保険料支払額

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、従業員が本年中に支払った旧長期損害保険料の合
計額（申告書の「Ⓐのうち旧長期損害保険料の金額の合計額」）を入力してください。

⑫のうち小規模企業共済等掛金の金額

　従業員に対し本年中に支払った給与等から控除した小規模企業共済等掛金の合計額を入力してください。



計算シートの該当欄 入力のしかた

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 源泉徴収簿の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ エラーメッセージについて。

⑬のうち国民年金保険料等の金額

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、従業員が本年中に支払った国民年金の保険料又は
国民年金基金の掛金の合計額を入力してください。

生命保険料の控除額【⑮欄】

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、生命保険料控除の控除額（申告書の「生命保険料控
除額計（㋑＋㋺＋㋩）（最高120,000円）」）を入力してください。

地震保険料の控除額【⑯欄】

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、地震保険料控除の控除額（申告書の「地震保険料控
除額（最高50,000円）」）を入力してください。

配偶者（特別）控除額【⑰欄】

　従業員から提出を受けた『配偶者控除等申告書』の内容を確認し、配偶者控除の額又は配偶者特別控除の額を入力
（選択）してください。

　（注１）計算シートの入力においては、この欄より先に、右の「配偶者の合計所得金額」を入力してください。これによ
り、配偶者の合計所得金額等に応じた配偶者（特別）控除額がリストとして表示されますので、申告書に記載された控
除額を選択してください。
　（注２）配偶者（特別）控除の金額は、従業員本人の合計所得金額と、配偶者の合計所得金額・年齢によって異なりま
す。この計算シートにおいては、計算シート⑰欄に入力した配偶者（特別）控除額と、計算シート「配偶者の合計所得金
額」欄に入力した金額との関係が正しくない場合に、エラーメッセージを表示しています。従業員本人の合計所得金額
や配偶者の年齢からの判定（エラーメッセージの表示）は行っていませんので、従業員から提出を受けた『配偶者控除
等申告書』の記載内容を確認の上、計算シート⑰欄及び「配偶者の合計所得金額」欄を入力してください。

社会保険料等控除額のうち、給与等からの控除
分【⑫欄】

　従業員に対し本年中に支払った給与等から控除した社会保険料の合計額を入力してください。

社会保険料等控除額のうち、申告による社会保
険料の控除分【⑬欄】

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、従業員が本年中に支払った社会保険料の合計額
（申告書の「社会保険料控除」欄の「合計（控除額）」）を入力してください。

社会保険料等控除額のうち、申告による小規模
企業共済等掛金の控除分【⑭欄】

　従業員から提出を受けた『保険料控除申告書』の内容を確認し、従業員が本年中に支払った小規模企業共済等掛金
の合計額（申告書の「小規模企業共済等掛金控除」欄の「合計（控除額）」）を入力してください。



計算シートの該当欄 入力のしかた

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

　※ 申告書の該当箇所を見る。

本年最後の給与から徴収する税額に充当する
金額【㉘欄】

未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額
【㉙欄】

本年中に還付する金額【㉛欄】

本年最後の給与から徴収する金額【㉝欄】

　差引超過額のうち、本年最後の給与から徴収する税額に充当する金額を入力してください。

　差引超過額のうち、未払給与に係る未徴収の税額に充当する金額を入力してください。

基礎控除額【⑳欄】

　従業員から提出を受けた『基礎控除申告書』の内容を確認し、基礎控除の額を入力（選択）してください。

住宅借入金等特別控除額【㉔欄】

　従業員から提出を受けた『住宅借入金等特別控除申告書』　の内容を確認し、住宅借入金等特別控除額を入力してく
ださい。

 　（注）控除額は、従業員がその住宅を居住の用に供した年等に応じて定められており、最大60万円です。また、申告
書に従い控除額を計算した結果100円未満の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てます。

特定親族特別控除額【⑱欄】

　従業員から提出を受けた『特定親族特別控除申告書』の内容を確認し、特定親族特別控除の額（特定親族を複数有
する場合は合計した額）を入力してください。

　差引超過額のうち、本年中に還付する金額を入力してください。

　差引不足額のうち、本年最後の給与から徴収する金額を入力してください。



計算シートの該当欄 入力のしかた

エラーメッセージ①
　「『配偶者の合計所得金額』を入力してくださ
い。」

エラーメッセージ②
　「『配偶者の合計所得金額』と『配偶者（特別）
控除額（⑰欄）』の金額が対応していません。受
理した配偶者控除等申告書の内容を確認してく
ださい。」

　【エラーメッセージ①：「『配偶者の合計所得金額』を入力してください。」】
　計算シート⑰欄が入力されているが、右の「配偶者の合計所得金額」欄が入力されていない場合には、「『配偶者の合
計所得金額』を入力してください。」というエラーメッセージが表示されます。
　従業員から提出を受けた『配偶者控除等申告書』の内容を確認し、「配偶者の合計所得金額」を入力してください。

　【エラーメッセージ②：「『配偶者の合計所得金額』と『配偶者（特別）控除額（⑰欄）』の金額が対応していません。受
理した配偶者控除等申告書の内容を確認してください。」】
　計算シート⑰欄に入力した金額と、右の「配偶者の合計所得金額」の関係が対応しない場合に、「『配偶者の合計所得
金額』と『配偶者（特別）控除額（⑰欄）』の金額が対応していません。受理した配偶者控除等申告書の内容を確認してく
ださい。」というエラーメッセージが表示されます。
　従業員から提出を受けた『配偶者控除等申告書』の記載内容を再度確認し、正しい「配偶者（特別）控除の金額」や
「配偶者の合計所得金額」を入力してください。

　（注）配偶者（特別）控除の金額は、従業員本人の合計所得金額と、配偶者の合計所得金額・年齢によって異なりま
す。この計算シートにおいては、計算シート⑰欄に入力した配偶者（特別）控除額と、計算シート「配偶者の合計所得金
額」欄に入力した金額が対応しない場合に、エラーメッセージを表示しています。従業員本人の合計所得金額や配偶者
の年齢からの判定（エラーメッセージの表示）は行っていませんので、従業員から提出を受けた『配偶者控除等申告書』
の記載内容を確認の上、計算シート⑰欄及び「配偶者の合計所得金額」欄を入力してください。

　※　計算シート⑰欄と「配偶者の合計所得金額」欄の対応を見る。



入力のしかた（集計シート）

集計シートの該当欄等

　※ 源泉徴収税額表を見る。

年末調整による過不足税額

　年末調整によって生じた差引超過額は「マイナス」で、不足額は「プラス」で入力してください。

　※「扶養親族等の数」の説明（源泉徴収税額表）を見る。

入力のしかた

支給月日

　給料・手当・賞与等を支給した月日を入力してください。

総支給金額

　支給月日に支給した給料・手当・賞与等の金額を入力してください。

社会保険料等の控除額

　従業員等に対して支払った給与等から控除した社会保険料等の金額を入力してください。

扶養親族等の数

　「扶養親族等の数」を入力してください。
　
　「扶養親族等の数」とは、源泉控除対象配偶者と源泉控除対象扶養親族との合計数をいいます。また、給与等の支払
を受ける人が、障害者（特別障害者を含みます。）、寡婦、ひとり親又は勤労学生に該当する場合には、これらの一に該
当するごとに扶養親族等の数に１人を加算し、その人の同一生計配偶者や扶養親族（年齢16歳未満の人を含みま
す。）のうちに障害者（特別障害者を含みます。）又は同居特別障害者に該当する人がいる場合には、これらの一に該
当するごとに扶養親族等の数に１人を加算した数を扶養親族等の数とします。

算出税額

　社会保険料等控除後の給与等の金額及び扶養親族等の数を基に、給与所得の源泉徴収税額表において該当する
税額を入力してください。

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/zeigakuhyo2026/data/19-22.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/zeigakuhyo2026/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/zeigakuhyo2026/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/zeigakuhyo2026/data/19-22.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/zeigakuhyo2026/data/19-22.pdf


「控除対象扶養親族」の人数の合計

を計算シートⒶ欄に入力

「同居老親等」の人数の合計を計

算シートⒸ欄に、「その他」（同居老

親等以外の老人扶養親族）の人数

の合計を計算シートⒹ欄に入力

「特定扶養親族」の人数の合計を

計算シートⒷ欄に入力

入力に

戻る

「一般の障害者」の人数の合計を計

算シートⒺ欄に、「特別障害者」の人数

の合計を計算シートⒻ欄に、「同居特

別障害者」の人数の合計を計算シート

Ⓖ欄に入力

「寡婦」又は「ひとり親」にチェックがある場合は計算シート

Ⓗ欄に『寡婦』又は『ひとり親』を、「勤労学生」にチェックがあ

る場合は計算シートⒾ欄に『該当』を入力

入力に

戻る

入力に

戻る

入力に

戻る

入力に

戻る

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

計算シート!I7
計算シート!I8
計算シート!I10
計算シート!V10
計算シート!V7


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。







この金額を計算シート⑳欄

に入力
入力に

戻る

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

計算シート!M28


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。



「配偶者控除の額」又は「配偶者

特別控除の額」の金額を

ト⑰欄に入力

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

この金額を計算シート「配偶

者の合計所得金額」欄に入

力

配偶者の合計所得金額・年齢に応じ

た区分（①～④）

入力に

戻る

計算シート⑰欄の金額と計算シート「配偶者の合計所得金額」

欄の関係が、赤枠の表と対応しない場合、エラーメッセージが表

示されます。

（例えば、計算シート「配偶者の合計所得金額」に１００万円と入

力されているが、計算シート⑰欄に３６万円・２４万円・１２万円以

外の金額の入力がある場合、エラーメッセージが表示されます。）

入力に

戻る

入力に

戻る

計算シート!M25
計算シート!M25
計算シート!V22


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。



この金額（特定親族を複数有する場合は合

計した金額）を計算シート⑱欄に入力

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

入力に

戻る

計算シート!M26


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。



入力に

戻る

この欄の記載がある場合は、計算

シート「所得金額調整控除の適用の有

無」欄に『有』と入力（選択）

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

計算シート!T18


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。



この金額を計算シート⑮欄

に入力

この金額を計算シート⑯欄に入力

入力に

戻る

この金額を計算シート「旧長期

損害保険料支払額」欄に入力

入力に

戻る

この欄に国民年金の保険料又は国民年

金基金に係る掛金の金額の記載がある場

合には、その合計額を計算シート「⑬のうち

国民年金保険料等の金額」欄に入力

※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

この金額を計算シート⑭欄に入力

この金額を計算シート⑬欄に入力

入力に

戻る

入力に

戻る

入力に

戻る

入力に

戻る

計算シート!V24
計算シート!V28
計算シート!M23
計算シート!M22
計算シート!M21
計算シート!M24


※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。



※ 申告書の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

この金額を計算シート㉔欄に入力

※ 使用する申告書の様式は、住宅に居住した日によって、上記のものと若干異なる場合があります。

入力に

戻る

計算シート!T31




※ 源泉徴収簿の記載内容に誤りがないか確認の上、年末調整の計算を行ってください。

この金額を計算シート①欄に入力

この金額を計算シート③欄に入力

この金額を計算シート④欄に入力

この金額を計算シート⑥欄に入力

これらの金額の合計額を計算シート⑫欄に入力

入力に

戻る

入力に

戻る

入力に

戻る
入力に

戻る

入力に

戻る

計算シート!M14
計算シート!T14
計算シート!M20
計算シート!M15
計算シート!T15


○ 　各種申告書等

1 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

2 給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 給与所得者の特定親族特別控除申告書 兼 所得金額調整控除申告書

3 給与所得者の保険料控除申告書

4 給与所得に対する源泉徴収簿

5 各種申告書の記載のしかた（記載例）

○　参考情報

1 令和８年分　年末調整のしかた

2 年末調整チェック表

3 年末調整Q＆A

4 所得税徴収高計算書（納付書）の記載方法

5 令和８年分　給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引

※　国税庁ホームページに掲載している各種申告書や参考となる情報を一覧にしています。
　　必要な情報をクリックしていただくと、国税庁ホームページの該当ページをご確認いただけます。

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/annai/1648_01.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/annai/1648_73.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/annai/1648_05.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/annai/1648_03.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2025/01.htm#a02
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2026/01.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2026/pdf/206.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2026/pdf/207.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/nencho2026/pdf/111.pdf
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/tebiki2026/index.htm

